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要旨


　支援費制度においては，要介護認定のような給付管理のためのシステムは制度化されておらず，自らの必要とするサービスの種類と量を決め，基礎自治体に対し，その購入に必要な支援費の受給を求めていくことは，基本的に利用者個々人に委ねられている．そのため，行政と利用者の本質的に非対称な関係や，コミュニケーションや交渉に対して社会的不利のある利用者の存在を前提とするならば，支援費受給支援のシステムが必要となる．

しかし，支援費制度の理念に従うならば，それはあくまで，給付管理・抑制のシステムとしてではなく，利用者の主体性と自己決定の尊重を前提とした受給支援システムとして構想されなくてはならない．このことについて，アメリカにおける発達障害者やその家族におけるサービスの利用者の主体性回復運動としての自己決定運動の過程で生まれた自己決定／受給者本位モデルを参照しながら検討をおこなう．

Although the mechanism of supply control by the care management system is not built in the assistance benefit supply system for the disabled person, therefore, the consumers basically determines the type and amount of services that they need, and also they calls the benefit to purchase them on the local autonomous body by themselves. So, those with handicaps for communication or negotiation need benefit support system   to ensure self-control and self-determination for the service. Also, following the policy of the assistance benefit supply system, it must not be the supply control system but also be the benefit support system, which ensures consumer’s self-control and self-determination as much as possible. About this issue, I treat the particular reference with the self-determination model with consumer budget control, which is brought in the process of the self-determination movement by the people with developmental disabilities and their families in the United States of America.

Ⅰ　はじめに

　障害福祉サービスの制度が支援費制度に移行することで，障害福祉サービスに対する公的な役割は，直接的なサービス提供ではなく，その基盤整備とサービス費用の供給を中心とするものとなった．しかし，利用者の主体性の尊重が理念として掲げられ，サービス費用の供給がシステムの主要な役割とされたににも関わらず，実際の支給の安定化をはかるシステムの整備は不充分であり，また，支給決定をめぐる利用者側からの不満も多い．
　そこで，本論では，まず，支援費支給制度における給付をめぐる構造と求められるミクロとマクロの財政安定化について論じる．続いて，ミクロの次元での利用者の個別的財政安定化のために必要なメカニズムに焦点をあて，サービス調整過程における要介護認定とケアマネジメントの意味と位置付けについて整理を行う．最後に，アメリカの発達障害者福祉サービスにおける自己決定／受給者本位モデル(the Self-Determination Model with Consumer Budget Control)を参照しながら，支援費制度のサービス調整過程において必要な利用者の受給支援のシステムについて，検討を行う．

Ⅱ　支援費制度における財政／財源問題の構造

１．サービス利用過程モデルにおける利用費用の調達

　社会福祉基礎構造改革の一貫として，２００３年より障害福祉サービスは，原則的に支援費支給制度に移行された．このような措置から利用契約に基づく制度への移行は，措置制度に代表される行政手続モデルから介護保険制度に代表されるサービス利用過程モデルへの移行という社会福祉の政策動向に基づくものである(小林2002)．
このようなサービス利用過程モデルにおいては，サービスの民間からの提供が原則とされ，そこにおける主たる公共の役割とは，そのための基盤整備と費用供給システムの構築であり，費用提供をうけてのサービスの利用は，利用者の自己決定・自己選択を原則とし契約に基づくものとなる．その結果として，措置によるサービス決定がその費用支出を基本的に担保する行政手続モデルとは異なり，サービス利用過程モデルにおいては，利用者個人がサービス購入に必要とする費用調達の最終責任を負わなければならない．
　一方で，その費用調達の原資の中心となる給付の配分は，必ずしも利用者の必要のみによって得られるものではなく，割当(rationing)による制限をうける．
　割当とは，「資源が必要量に対して不足しており且つ，価格が配分機能を果たさない状況において用いられる，資源配分の総称」（坂田1991）であり，基本的には予算に規定され，行政から利用者へ向けられて分配決定される配分であり，利用者の求める必要(need)に基づく分配要求とは，基本的に異なるベクトルをもつ．従って，福祉サービスの分配に対する利用者個人の必要を満たすことと，限られた資源の分配に対する社会的承認との両立は，必要と割当の適切な相互作用を図る調整メカニズムが機能しなければ，もともと困難なものである．

２．支援費制度における割当と必要の調整

　しかし，現状の支援費制度は，この割当と必要の調整メカニズムが不備であったり，欠陥を持っていたりすることが，大きな問題となっている．
　そのひとつとして，地域サービスの国庫負担のありかたがある．支援費支給制度導入の大きな目的のひとつは，地域サービスの推進である．それにも関わらず，居宅生活支援費の財源には，国の負担がきちんと担保されていない．居宅生活支援費は，予算の区分としては，国庫補助金，すなわち，行政が任意におこなう裁量的経費とされ，年度予算を超える執行のためには，補正予算が必要になる．これに対して，同じ支援費でも，施設訓練等支援費は，義務的経費，すなわち，支出に責任をもつ経費とされ，当初組んだ予算に関わらず，利用実績に基づく国の費用負担は保障される．
このようなサービスシステムの制度的問題は，近年の財政危機で顕在化する．２００３年１月に起こった「ヘルパー基準額（上限枠）設定問題」は，このような制度的問題と財政上の制約の中で，支援費制度におけるマクロのレベルでの必要と割当の調整機能が，機能不全に陥った結果であるといえる（岡部2003）．
一方で，サービスの利用過程における給付決定・サービス調整を併せた支給決定のシステムにも，大きな問題が存在する．それは，各福祉法においては，基礎自治体がサービス利用者の援護の責任をもつとされるにもかかわらず，直接的サービス提供に替わる公的責任となったはずの支援費の受給が､利用者の要求しうる権利としては､明確に再構築されておらず，受給決定に対する異議申し立ても，行政不服審査以外に方策はなく，必要とする受給を支えるアドボカシーのメカニズムが，制度としては存在しないことである．

３．支援費制度に求められるサービス利用過程の基盤整備

　このような支援費制度の割当と必要の調整のシステムが、本来求めているバランスを取り戻すためには、制度全体に対するマクロの次元での財政安定のメカニズムと利用者個人の必要を守るミクロの次元での財政安定のメカニズムの双方の構築が必要である．
そもそも，支援費制度をはじめとするサービス利用過程モデルにおいて，サービス提供において民が主体となることで，公のサービス費用供給責任が減じられたわけではない．むしろ，公がサービスの直接提供から撤退し，公の役割を，サービス費用供給を中心とするものとして再構成した，というその成り立ちからしても，利用者ひとりひとりに以前と同等の社会権を保障するために，費用供給に絞られたその責任は，きちんと果たされることが求められているといえよう．
従って，支援費支給制度において公の担うべきサービスの基盤整備とは，サービス資源の整備に留まるべきではなく，利用過程に対し必要とされるシステム整備，すなわち，支給費用を供給するための財政安定化及び利用者個人の主体性と必要に基づく受給支援システムの整備を行うことも欠かすことはできないと考える．そして，この受給支援システムのモデルについて考察することに､本論の課題がある．
Ⅲ　支援費制度における個別給付の安定化のための受給支援システム

1． 支援費支給制度における現行の支給調整システム

　割当に基づく配分がおこなわれるには，何らかの分配のための基準とその手続が必要である．それは，支援費支給制度における「支給決定の基本的考え方」として，厚生労働省により，以下のように示されている．

「（前略）支援費の支給をうけようとする障害者は，居宅支援又は施設支援の種類ごとに市町村に対して支給申請を行う．この申請が行われたとき，市町村は，申請を行った障害者の障害の種類及び程度，当該障害者の介護を行う者の状況その他の厚生労働省令で定める事項を勘案し、申請されたサービスの目的・機能と照らして支援費の支給の要否を決定し，居宅生活支援費であれば支給量と支給期間を、施設訓練等支援費であれば障害程度区分と支給決定を定めることとしている．（身体障害者福祉法第１７条の５及び第１７条の１１、知的障害者福祉法第１５条の６及び第１５条の１２、児童福祉法２１条の１１）」1)
　ここで示されたように，支援費制度の支給決定システムとは，基本的に受給者である利用者が，あらかじめ利用希望サービスを決定したうえで申請し，その支給決定は，支給者である基礎自治体と利用者の間で直接に行なわれ，介護保険制度のように介護支援専門員のような第三者に委託するとか，あらかじめ要介護度を認定審査会で決定するようなしくみとはなってはいない．
また，支給決定の際の基準となる「勘案事項」とは，「障害の種類及びその程度その他の心身の状況」・「介護を行う者の状況（障害児居宅支援にあっては、障害児の保護者の状況）」・「居宅生活支援費の受給の状況」・「施設訓練等支援費の受給の状況」・「居宅支援及び施設支援以外の保健医療サービス又は福祉サービス等の利用の状況」・「利用に関する意向の具体的内容」・「置かれている環境」・「当該申請に係る提供体制の整備の状況」の８つであり，居宅生活支援費と施設訓練等支援費の別に，その簡単な説明と「日常生活の状況」および「勘案事項整理票」の様式は示されているが，介護保険制度のようなコンピュータ処理を前提とした支給量決定のための一次判定のしくみは存在しない．
このような支援費支給制度における支給決定のメカニズムは，同じ利用過程モデルである介護保険制度に比べて，要介護認定制度のような受給判定基準の客観化の度合が低く，利用者側が持つ必要に対する表現力・交渉力と，援護の主体となる基礎自治体の行政裁量との相互作用に委ねられる部分が多いといえる．
これに対して，ケアマネジメントを推進する立場からは，支給決定過程において，制度的には、介護支援専門員や認定審査会のような第三者・専門家が介在しないこと，判定基準が抽象的であることは，自己主張力の強い利用者の主体性の尊重にはつながるが，情報収集力・判断力・コミュニケーション力が弱いとされる利用者にとっては問題ではないかとの見方もできるかもしれない．
しかし，そのために要介護認定のような支給調整システムを障害の分野に適用することは，利用者の自立支援の考えかたに基づく受給支援メカニズムとはむしろ対立するものである．この点を巡って，障害の分野で求められるケアマネジメントと給付管理システムとの関係について，整理を行う必要がある．

２．給付管理システムとしてのケアマネジメント

ケアマネジメントを障害分野において活用することについては，１９９７年の「今後の障害者保健福祉施策のあり方について（中間報告）」のなかで，高齢者福祉と同様、障害者福祉においても、今後ケアマネジメントシステムを導入するという考え方が示され，続く１９９８年の「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」においては，「ケアマネジメント手法によるサービス提供手法の確立」という項目が立てられ，さらに２０００年の社会福祉法等の改正において，関連する各種相談支援事業が法定化されるという形で進行していった．
しかし，２００３年から開始された支援費支給制度においては，ケアマネジャーが介護支援専門員として制度化された介護保険制度とは異なり，ケアマネジメントとは，自己決定を行う利用者のセルフマネジメントを筆頭に，基礎自治体のケースワーカーを含めた障害当事者のサービス利用援助に関わるさまざまな立場の者が共通に身に付けるべき「手法」として位置付けられることになった．
このような障害分野におけるケアマネジメントの位置付けを更に確かなものとするために，「措置から契約に移行することからも，介護保険の要介護選定に近い仕組みが障害者にも求められてくる．その際に，高齢者で用いられる要介護認定基準を修正・改変し，障害者の社会参加意欲等を反映した要援護認定基準を作成することが大きなテーマとなってくる」（白澤1998：11）というように，障害分野における要介護認定システム導入を突破口にし，ケアマネジメントの制度化を図りたいとする声が，支援費制度導入前からある．
　しかし，支援費支給制度の利用者，特に施設に入らずパーソナルアシスタンスを中心としたサポートをうけて地域での自立生活を営む重度障害者にとっては，地域生活支援費に支給量の上限を設定するような要介護認定制度の導入は，自立促進という制度の趣旨にも，利用者における現実の生活の実体に即したサービス受給に沿うものでもない．
さらに，地域で暮らす障害者に必要なサポートとは，身体介護や家事援助だけではなく，見守りや社会参加の支援が重要であり，特に知的障害者や精神障害者においては，それらがサポートの中核となる．しかし，施設環境における，それも身体介護に要する時間がもとになった介護保険制度のような要介護認定システムに対し，障害特有の社会参加や見守りのための多様な必要のアセスメントをパッチワーク的に，加えることで，どこまで一貫性・実効性のあるシステムとなるのだろうか２）．
地域生活を営む障害者・児のための居宅及び移動介護を中心とするパーソナルアシスタンスの支給量を決定するための「必要の社会的構築」（山森1999）の方法論が求められている．しかし，必要の社会的構築とは，要介護認定のような判断基準の精緻化と絶対化の方向を突き進めることのみで得られるものではない．ケアマネジメントの役割とは，利用者が必要の社会的構築をおこなうことを援助することに向けられるべきである．介護保険制度における現行のケアマネジメントの役割が，要介護認定という給付管理のシステムであり，かつ受給支援を担う介護支援専門員のための技法であるということが，混乱を招いている．

2． 給付管理システムと受給支援システム

　支援費支給制度や介護保険制度のような利用過程モデルにおける受給調整とは，本来，ふたつのメカニズムの相互作用として成立するのが好ましいと考えられる．そのそのひとつは，割当管理のための給付管理（抑制）システム，もうひとつは，必要の実現を支える受給支援システムである．それぞれのメカニズムの機能とは，前者は支給抑制のためのゲートキーパー(gate keeper)，後者は，受給支援のためのアドボケイト（advocate）である．

介護保険制度の要介護認定は，ゲートキーパーの機能であり，介護支援専門員は，サービス調整という基本的には，利用者側のアドボケイトとしての役割を担いながら，一方で，要介護の判定の委託を受けることも多い．この構造が，利用者側からみた介護支援専門員の役割と立場性を不明確にしている．

民間医療保険や医療扶助制度のなかでケアマネジメントが医療財源抑制のために活用されるというアメリカにおけるマネジドケア(Managed Care)（白澤b:114他）が知られているが，介護保険制度に限らず，ケアマネジメントが給付抑制のシステムと結びついてしまう例はある．しかし，「利用者の社会生活上のニーズを充足させるため、利用者と適切な社会資源を結びつける手続の総体」（白澤2003a:4）というケアマネジメントの定義に従うならば，障害の分野におけるケアマネジメントの活用とは，介護保険制度のようなサービス費用の上限を決める要介護認定ではなく，利用者の受給支援のために用いられることこそふさわしいのではないだろうか．国や東京都が示す「技法としてのケアマネジメントの活用」や「ケアマネジメント従事者」という位置付け３）も，そのような観点からのケアマネジメントの活用を念頭においたものと位置付けられよう．

利用者の主体性と自己決定を理念とする支援費制度においても，コミュニケーションや交渉に対して社会的不利のある利用者を中心として，基本的に非対称である行政と利用者の関係においては，なんらかの受給支援システムが――もちろん，それは強制されるものではなく，それを求める利用者に対してのみ――必要であることには異論はない．しかし，そのために障害の分野においてケアマネジメントを制度することを検討するならば，それを要介護認定と支給抑制のための基盤ではなく，受給支援のための技法として用いるという確認が，まずされなくてはならない．

しかし，受給支援を担う制度や提供主体のありかたとは，いったいどのようなものとなるのだろうか．受給支援のための具体的な方法論やそのモデルは，知る限り，現在の我が国のケアマネジメントのモデルには示されていない．そこで次章では，費用の受給とサービス費用購入を支える支援のシステムモデルとして，９０年代から現在に至るアメリカにおいて注目されている自己決定／受給者本位モデル(the Self-Determination Model with Consumer Budget Control)(Nurney2000)を参照しながら，検討をすすめてゆくこととしたい．
Ⅳ　自己決定／受給者本位モデル

1． 自己決定運動

アメリカでは，７０年代から発達障害者の大規模入所施設の解体が活発となり，地域移行がすすめられてきた．その過程において，行政から委託された地域センター(Regional Center)が，発達障害者の地域生活のためのサービス資源調整の主役として活躍してきた．この地域センターは，日本のシステムになぞらえれば，「福祉事務所のサービス支給決定権を委託された民営生活支援センター」とでもいうべき存在である．
しかし，７０年代の自立生活運動の洗礼もうけ，８０年代後半になって，発達障害者の当事者団体や親の会から，地域センターが，民間に委託された第三者機関であっても，そこで下される支給決定は，必ずしも利用者本位ではないとする不満が全国的に高まっていく．
　そういった動きに対し，助成財団Robert Wood Johnson Foundationが，National Program Self-Determination for People with Developmental Disabilities という名称の大規模な助成事業を開始し，発達障害当事者の自己決定支援システムの構築をめざす自己決定運動(Self-Determination Movement)が本格的に全米に広がっていく．それは，「サービスのために必要な資源のコントロールを，障害当事者・家族・支援者のもとに戻す．そのことで，サービスの総費用は減少し，利用者ひとりひとりのＱＯＬは高まる．」という趣旨のもとに活動を行うアドボカシー／セルフ・アドボカシー団体および州やその機関の自己決定支援システム構築のためのプロジェクトに対し活発な助成を行うというもので，２００３年現在でも，５０余の助成が継続実施されているという（Stroman2003）．
　この自己決定運動がサービスシステムに求めることは，「供給者本位モデルから受給者本位モデルへ(From supply side model to demand side model)」(Stroman2003:213)という表現で示されるとおり，社会福祉基礎構造改革で掲げられた「事業者本位から利用者本位へ」という理念と共通点がある．しかし，さらに付け加えて以下の３点が，本論でこの自己決定運動に注目する理由としてある．

ⅰ）問題提起が、行政からではなく利用者側からなされた主体的活動であること．
ⅱ）受給者主体(demand side control) とは，事業者からのサービス提供過程だけでなく，行政からのサービス決定およびその費用の給付というサービス利用過程を重視するものであること．
ⅲ）サービス利用過程に対して利用者自身のコントロールを及ぼすことが，具体的な利用者支援システムとして開発され実施されていること．

２．自己決定／利用者本位モデルにおける受給とサービスの利用

　このような運動のなかで，発達障害当事者の地域生活を，公的給付やサービスの利用者個人の会計に焦点をあてて支援するシステムとして，自己決定／利用者本位モデルが開発され，各地で試行されている．４）

　自己決定／利用者本位モデルの核となるのは、個別会計(Individual Budget)と呼ばれるその障害当事者が望む地域生活を送るための費用計画(budget)である。その個別会計を障害当事者と共に作成するのは、支援仲介者(Support Broker)と呼ばれる援助者である．この支援仲介者は，障害当事者とその必要とする資源や情報をつなぎ，サービスの質を評価し，サービス事業者との調整を図る役割を担うが，特にその利用者の生活とサービスを，そのために要する費用とその調達に着目して支援すること，また，サービスシステムからも行政からも完全に独立していること，にその特徴がある．
また，そして，支援仲介機能と共に，会計仲介(Fiscal Intermediary)と呼ばれる個別財政の管理保管機能が組織化され，個別会計の実務、すなわち，小切手の管理・給付の受け入れや税金・介助者への支払い代行などの個別財政の実務を担う．このような支援仲介と会計仲介は，通常は，一人で担われるのではなく，マイクロ・ボード（micro board）と呼ばれるグループに組織化されている．
このような個別会計と支援仲介及び会計仲介の機能は、利用者・自治体・事業者の関係に関連づけて，（図１）のように整理することができる．

（図１）　自己決定／利用者本位モデルにおける受給とサービスの利用
　　　　　　　　　　　　　　　 (モニタリング)
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交渉支援・アドボケイト　　　　　　　　　　　　　　　契約支援・調整・モニタリング

＜利用者＞
　また、その中核となる個別会計とは、たとえば、下記のようなその障害当事者が地域生活を送るための個人予算項目から構成される．


セクション１　「どこにだれと住むのか」の計画と費用．

   住居，同居者，介助者，衣料と美容・理容，食事，トレーニング，移動．

セクション２　「コミュニティと人間関係」の計画と費用．

   寄付，ギフト，諸会費，移動，宗教，恋愛，文化，余暇活動．

セクション３　「仕事・商売・収入を得ること」の計画と費用．

   仕事，企業運営．

セクション４　その他の年間の費用．

   単発の費用，資産管理の費用等．

セクション５　個別会計の管理費用．

   会計仲介，支援仲介の費用等．　　　　　　　　　　　(Nurney2001:14)
　その内容は，地域自立生活を行っている障害当事者としては当然のことであるともいえるが，一般の地域住人の家計で立てられる費用項目にほぼ等しい．ヘルパーを中心とするサービスの必要とその費用は，その障害当事者自身の「日常生活」とその費用との関連で，算出されることになる．このようにして立案された個人計画は，「本人主体の計画(Person Centered Planning)」（Stroman2003）とよばれる．

３．サービス利用過程における利用者本位の受給
　自己決定／受給者本位モデルに基づく受給支援は，この「本人主体の計画」に基づいて行われる．
　サービス調整・支給決定主体（地域センター）のケースワーカーは，州の予算を勘案して個別援助計画を作成するが，利用者側の支援仲介者は，「本人主体の計画」，すなわち，利用者個人の地域生活の実体とその「夢」(dream)に基づく個別会計をもって交渉の支援にあたる．すなわち，利用者個人の給付をめぐるゲートキーパー（地域センターのケースワーカー）とアドボケイト（利用者の支援仲介者）が，利用者をはさんで，それぞれの立場からの利用者の個人計画を手に交渉する過程で，給付とサービスの決定が行われる．事業者の選択は，利用者により行われ，決定されたサービス費用は，利用者側の会計仲介の機構を通じて，事業者に支払われる．利用する事業所に対してまずモニタリングを行うのも，利用者本人および支援仲介者である．

このように，自己決定／個別財源モデルでは，個別会計が，利用者の必要の社会的構築を行うためのアセスメントとされ，支援仲介や会計仲介の機能を使うことで，給付におけるゲートキーパーとアドボケイトは，明確に区別され，サービスの調整も，利用も，モニタリングも，利用者本位ですすめられるシステムとなっている．
　この自己決定／受給者本位モデルを，現行のアメリカのシステム（「供給者本位モデル」と表現されている）と比較して整理したのが，（表１）である．

（表１）　供給者本位モデルと受給者本位モデルの比較

	決定の形式
	供給者本位モデル
	自己決定／受給者本位モデル

	受給資格の決定
	州もしくはその委託機関が医学的診断に基づき判定する．
	←同左

	必要なサービスの種類と量の決定
	州もしくはその委託機関（地域センター）のケースワーカーが，利用者の必要を判断し，プログラムされたサービスメニューに利用者を当てはめる．
	支援仲介者が，利用者の家族や支援者と共に、「本人主体の計画（Person Centered Planning）」に基づき，利用者の選択・興味・必要の自己決定を支援する．

	だれがサービス事業者を選ぶか
	州が事業者と総合契約を行い，利用枠と資金を勘案しながら，利用者を当てはめる．
	利用者が（時には家族の支援を得て）が選択し，州は，その選択を認める．

	誰が/どのくらい、サービス費用を払うのか
	決められた基準に従った額を，州から事業者へ直接もしくは地域センターの財政機構を通して支払う．
	会計仲介機能を利用し、銀行や決められた代理機構が，サービス事業者に支払う．また、個別会計に応じて，事業者と利用料の交渉をすることができる．

	だれがサービスの支給量を決定するのか
	州が、事業者と，適切な利用料の「交渉」をしたあとおおまかに決定する．

しばしば，州により，利用量の上限設定が行われる．
	利用可能な財源と変動する利用者の必要をどう擦り合わせるかという観点にたち，支援仲介者により交渉が行われる．

	サービスの質の

モニタリングはだれがおこなうのか
	州の認定機関・州の虐待防止通報システム・ケースワーカーがモニターをおこなう．
	利用者本人および利用者に選ばれた代理人がかまず第一のモニターである．そのうえで，事業者サービス評価のような品質保証のためのモニタリングを支援仲介者が担う．


（表は，Strom2003:214.215を参考に，筆者が，作成．）

４．自己決定／受給者本位モデルの意義

　個別財政／受給者本位モデルは，利用者本位の給付とサービス利用をめざす調整システムとして，ニューハンプシャー州やカリフォルニア州をはじめとする各地で試行されている．５）
　そこでは，相談業務という範疇を超えて，地域生活を送るための要である給付支援・金銭管理機能を焦点化した生活支援システムであり，日常生活の金銭管理代行にとどまらないサービス費用・公的扶助等の受給支援が行われている．

その機能は，利用者の必要を給付に結びつけるためのアドボカシーであり，個別会計が，利用者が地域生活を送るために必要な費用に対する極めて現実的で説得力のあるアセスメントとして機能し，予算に制約される給付の割当に対し，積極的に利用者の給付の必要を訴え，必要の社会的構築を行うシステムとなっている．

　このような個別会計に基づき，支援仲介や会計仲介の機能を果たすことが，我が国において，障害者ケアマネジメントの担い手とされた生活支援事業のコーディネーターやピア・カウンセラーによって担われ，その利用費用が支援費として制度化され，それを必要とし求める者に――支援費支給制度の理念に従い，求めない者には強制されることなく――提供されるとしたらどうだろうか．それは，障害の分野における受給支援・サービス利用支援のためのケアマネジメントの在り方に対してひとつのモデルを示し，さらに，福祉サービス利用援助事業と成年後見制度の間を埋める生活支援事業の枠組をも，示唆するものとなるのではないだろうかと考える．

５．まとめと今後の課題

支援費支給制度における受給調整システムの特徴とは，要介護認定のような給付管理システムをもたず，利用者が必要とする給付を獲得するための必要の社会的構築は，利用者個々人の主体性と自己決定に基づき自らが行うものとなっていることにある．しかし，このような制度においても，利用者と行政の非対称な関係を前提にするならば，受給支援を目的とするアドボカシーのシステムを整備することは必要である．

アメリカにおける自己決定／受給者本位モデルにおいては，あくまで利用者の主体性と自己決定に基づいた受給支援システムを，利用者の個別会計を軸として構築し，運用している．このような受給という重要な資源の活用に対する支援を，我が国における障害者ケアマネジメントの担い手に必要な，相談とも介護とも異なる機能として位置付ける検討が今後求められている．その具体的な作業については，稿を改めねばならない．

【注】
１）厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部　支援費制度担当課長会議（１４・６．１４）資料　P.９９（東京都社会福祉協議会複製資料による）
２）現に、痴呆性高齢者のための要介護認定のアセスメント作成は、あまりうまくいっていない。
３）平成１３年度東京都障害者ケアマネジメント体制整備検討委員会(2001)「平成１３年度東京都障害者ケアマネジメント従事者養成研修テキスト　身体・知的障害者編」平成１３年度東京都障害者ケアマネジメント体制整備検討委員会　など。
４）この節における個別財源モデルの用語の説明等は，特記のない限り，Nerney(2000),Stroman(2003)による．

５）代表例としては，State of California（2002）などを参照してほしい．
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